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制定日 昭和４５年（１９７０）９月２６日 
改定日 平成２８年（２０１６）４月２３日 

辻堂東海岸三丁目町内会 会則 
 

第１章 総則 

（名 称） 
第１条 辻堂東海岸三丁目町内会（以下、「本会」と略する。）と名称を定める。 

（目 的） 
第２条 本会の目的は、住宅地域の公共性を認識しつつ 明るく住みよい環境を目指す

と共に、相互の親睦を計ることとする。 

（会 員） 
第３条 本会の会員は、藤沢市辻堂東海岸三丁目（以下、「本地区」と略する。）に居所

を有して、第２条に掲げる目的に賛同する世帯により構成する。 

（会則等） 
第４条 本会は、第２条に掲げる目的に資する活動を支えるために辻堂東海岸三丁目 

町内会会則（以下、「会則」と略する。）を定め、会則に従属する定めを次に 
掲げる各号に置く。 

  一 辻堂東海岸三丁目町内会 会細則（以下、「会細則」と略する。）、辻堂東海岸 
三丁目町内会 内規規定書（以下、「内規規定書」と略する。）及び辻堂東海岸 
三丁目町内会自主防災会規定書（以下、「自主防災会規定書」と略する。）を 
本会は置く。 以下、会則、会細則、内規規定書及び自主防災会規定書を、 
「会則等」と略する。 

（地区単位） 
第５条 本会は、本地区を複数の組に分け、更にその組を複数の班に分けて、本会の 

活動の利便に資する。 

（自主防災会） 
第６条 本会の辻堂東海岸三丁目町内会自主防災会（以下、「自主防災会」と略する。） 

は、本地区に係る防災等活動を行なう。 

第２章 役員等 

（役員等及び役員会） 
第７条 本会は、役員及び委嘱役員（「役員等」と略する。）を置き、役員は次に掲げる 
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各項に定め、また委嘱役員は役員と共に本会の目的のために活動する。 

第１項 
一  会長   １名 
二  副会長  ２名以内 
三  会計   １名、必要に応じてそれを支える若干名を置く。 
四  監事   １名 
五  相談役  必要に応じて２名以内を置く。 
六  理事   若干名を置く。 
七  防災   １名、必要に応じてそれを支える若干名を置く。 
八  防犯   １名、必要に応じてそれを支える若干名を置く。 
九  広報   １名、必要に応じてそれを支える若干名を置く。 
十  環境   １名、必要に応じてそれを支える若干名を置く。 
十一 交通   １名、必要に応じてそれを支える若干名を置く。 

第２項 （役員の選任） 
本会の役員は、役員等の互選による者もしくは会長が指名する者であり、会長が 
必要と認めるときは役員等の重任を妨げない。 

第３項 （役員会） 
本会は、本条柱書に掲げる役員等により役員会を構成する。 

第４項 （役員の任期） 
本会は、役員の任期を２年とし、その就任年度の４月を任期の起算月とし、その

翌年度の３月を任期の満了月とする。但し、その者の再任を妨げない。 

第５項 （欠員した役員の後任） 
役員に欠員を生じるとき、会長はその任にあたる後任者を役員等より重任として

指名し、その任期は前任者の残任期間とする。その後任者は、会員総会で承認 
された役員会の役員とみなす。但し、その指名された者の再任を妨げない。 

第６項 （役員の互選） 
本条第２項に定める役員の互選とは、役員等より立候補する者同士の互選であり、

会長もしくはその指名する者が互選を管理し、会長は役員等の過半数を制する者

を本条第１項に定める役員とする。 

第７項 （役員の呼称） 
本会は、本条第１項に定める役員の呼称を会細則に定め、その変更を行なうとき 
は役員会が決定する。 
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第８項 （副、サブもしくは補佐） 
本会は、本条第１項の若干名の者を、副、サブもしくは補佐と称し、会長がいず 
れかに決定する。 なお、本条第１項に定める２名以内の者は特段の定めがない 
限り同列の者とし、本条第１項の若干名の者は特段の定めがない限り同列の者 
とする。 

第８条 本会は、第７条柱書の委嘱役員を置き、次に掲げる各項で定める。 

第１項 本会は、委嘱役員を、次に掲げる各号に定める。 

一 本地区を構成する組に、組の長１名を置き、委嘱役員とする。 

二 会長が推薦して委嘱される民生委員法または児童福祉法に基づく民生委員 
または児童委員（以下、民生委員・児童委員と略する。）。 ４名以内 

三 役員会が議決した委嘱役員 

第２項 （委嘱役員の任期） 

本会は、民生委員・児童委員を除く委嘱役員の任期を２年とし、就任年度の４月 
を任期の起算月とし、その翌年度の３月を任期の満了月とする。 
但し、その者の再任を妨げない。 

第３項 （欠員した委嘱役員の後任） 

民生委員・児童委員を除く委嘱役員に欠員を生じるとき、会長はその任にあたる 
後任者を役員等より重任として指名し、その任期は前任者の残任期間とする。 
その後任者は、会員総会で承認された役員会の委嘱役員とみなす。 
但し、その指名された者の再任を妨げない。 

第４項 （役員会が議決した委嘱役員） 
本会は、本条第１項第三号に基づく委嘱役員を役員会に置く。 

第５項 （委嘱役員の選任） 
民生委員・児童委員を除く委嘱役員は、役員等の互選もしくは会長が指名する者 
とする。 

第６項 （委嘱役員の互選） 
本条第１項に定める委嘱役員の互選とは、役員等より立候補する者同士の互選で 
あり、会長もしくはその指名する者が互選を管理し、会長は役員等の過半数を 
制する者を本条第１項に定める委嘱役員とする。 

第７項 （委嘱役員の呼称） 
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本会は、本条第１項に定める委嘱役員の呼称を会細則に定め、呼称の変更は役員 
会が決定する。 

第８項 （集合住宅からなる組） 
本地区を構成する組が複数の棟よりなる集合住宅であるときは、本会は、役員会 
の議決により、その棟を組として扱い、その呼称を会細則に定める。 

第９項 （組の長等の任務及び任期） 
  本会は、組の長等の任務及び任期を、次に掲げる各号に定める。 

一 組の長は、組の下に置く班の長と共に協力して本会の活動を行なう。 

二 組の長の任期を２年間、班の長の任期を１年間とし、就任年度の４月を任期の 
起算月とし、その翌年度の３月を任期の満了月とする。 

三 組の長もしくは班の長は、組の中にて決定し、その者の再任を妨げない。 

第１０項 （民生委員・児童委員の任期） 
民生委員・児童委員の任期は３年間であり、その者が民生委員・児童委員に 
再び委嘱されるときは、本会は、委嘱役員としての再任を妨げない。 

第９条  （役員会） 
本会は、その役員会を、会員総会で承認される役員等により構成する。 

第１０条 （役員の任務） 
本会は、役員等の任務を、次に掲げる各号に定める。 

一  会長は、本会を代表して会務を行なう。 
二  副会長は会長を補佐し、会長が任務を行なうことができないときは、 

     その任務を代行する。 
三  会計は、会計事務を担当し、本会の財産を管理する。 
四  監事は、会計事務を監査する。 
五  相談役は、会長もしくは役員会を補佐する。 
六  理事は、委嘱された任務を行なう。 
七  防災は、自主防災会の活動または本地区に関連する防災活動を行なう。 
八  防犯は、本会の防犯活動を行なう。 
九  広報は、本会の行事活動を提案し、その活動結果を広報する。 
十  環境は、本会の環境活動を行なう。 
十一 交通は、本会の交通安全活動を行なう。 

第１１条 （委嘱役員の任務） 
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本会は、委嘱役員の任務を、次に掲げる各号に定める。 

一 組の長は、その組を構成する班の長と共に、本会の活動を行なう。 

二 民生委員・児童委員は、民生委員または児童委員として委嘱される任務を行う。 

三 役員会が議決した委嘱役員の任務は、会細則に定める。 
 

第３章 会議 

第１２条 （会議の種類） 
本会は、会議を、次に掲げる各号に定める。 

一 会計年度ごとに１回の、会長が会員を招集する会員総会。 

二 会長が役員等を適時招集する役員会（以下、前記の適時招集する役員会を 
「定例会」、「定例役員会」、「臨時定例会」もしくは「臨時定例役員会」と称する 

こともある。）。 

三 会員総会の議長が職権で会議の招集を決定し、会長が会員を招集する臨時会員 
総会。 

第１３条 （会議の招集） 
本会の会議は、会長が招集する。 

第１４条 （議決） 
本会は、会議の議決を、次に掲げる各号に定める。 

一 会員総会もしくは臨時会員総会の議決は、第１５条第３項に掲げる各号の順番 
通りに行ない、会員総会に出席する会員の過半数の承認を受けて決定する。 

二 役員会の議決は、役員会に出席する役員等の過半数の承認を受けて決定する。 

第１５条 （会員総会の議案） 
本会は、会員総会の議案を、次に掲げる各項に定める。 

第１項 
会員総会の議案は、役員会で予め審議して承認した議案、及び 会員総会の議長

の職権により加わる議案とする。 

第２項 
緊急動議があるときは、会員総会相当の議案、臨時会員総会相当の議案もしくは 
役員会相当の議案のいずれかであるかを、会員総会の議長は職権により決定する。 
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第３項 
一 旧年度の事業報告、及び決算報告ならびに監査報告 
二 新年度の事業計画案及び予算案 
三 新年度の役員会（名簿） 
四 旧年度役員会が承認した議案 
五 会員総会の議長職権により加わる議案 

第１６条 （臨時会員総会の議案） 

臨時会員総会の議案は、第１５条第２項に定める緊急動議の発議により会員総会の 
議長職権により臨時会員総会で議決すべきものと決定されて、役員会に審議させた 
議案である。 

第１７条 （会議の成立） 
本会は、会議の成立を、次に掲げる各号に定める。 

一 会員総会もしくは臨時会員総会の成立は、役員等の３分の２以上の出席を 
受けて成立する。 

二 役員会の成立は、役員等の過半数の出席を受けて成立する。 

第１８条 （会則の変更） 

会則の変更は、役員会が議決した変更案を会員総会の議案とし、会員総会がその 
議案を議決する。 

第１９条 （会細則、内規規定書及び自主防災会規定書の変更） 

本会は、会細則、内規規定書及び自主防災会規定書の変更を、役員会の議案として 
扱い、役員会がその変更を審議して議決する。 

第２０条 （内規規定書） 
  本会は、内規規定書を次に掲げる各号に定める。 

 一 内規規定書は、会則及び会細則に従属する。 

二 内規規定書は、役員会の中で共有するが、会長が必要と認める場合を除いて公表 
  をしない。 

第４章 会計 

第２１条 （会計年度） 
本会の会計年度は、４月１日を起算日とし、翌年の３月３１日を満了日とする。 
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第２２条 （会費） 
本会は、会計年度ごとに会費を会員より徴収し、その会費額等は会細則に定める。 

第５章 附則 

第２３条 （制定日及び改定日の記載） 
  本会は、会則の制定日及び改定日の記載を、次に掲げる各号に定める。 

一 本会の会則は、昭和４５年（１９７０）９月２６日に制定され発効した。 

二 会則の改定があるときは、制定日の記載と共に、その最新の改定日を記載する。 

第２４条 （改定発効日） 
会則等の改定による発効日は、その改定日の翌日とする。 

第２５条 （本会の事務所など） 

本会は、その事務所を会長宅に置き、その事務手続き者（以下、事務局と略す。） 
に会長及び副会長を充てる。 

 
以上 


